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国 都道府県 市区 町村 合計
アメリカ合衆国 24 343 68 435
オーストラリア 6 73 24 109
カナダ 1 42 27 70
ドイツ 5 39 9 53
フランス 6 37 5 48
ニュージーランド 0 27 14 41
合計（欧米諸国） 42 621 147 756
中国 35 267 40 342
韓国 10 105 23 138
ロシア連邦 9 31 3 43
台湾 0 3 9 12
モンゴル 0 4 0 4
北朝鮮 0 0 0 0
合計（北東アジア諸国） 54 410 75 539


























































圏を牽引する受け皿の一つとして北東アジア地域自治体連合（The Association of North 
East Asia Regional Governments：NEAR）が挙げられる。
　1993年に、第 1回北東アジア地域自治体会議が島根県で開催されたときは、自治体間
の交流・協力ネットワークを形成し、信頼関係を構築して地域の発展と平和に寄与するこ


































































合」（Tripartite Environmental Ministers Meeting：TEMM）、また個別分野の枠組みとし
て「北大西洋地域行動計画」（North-West Pacific Action Plan：NOWPAP）や「東アジア




















































































単位（Unit） 境界（Boundary） 関係（Relation） 認識（Identity）
北東アジア 国家 国境 対立と協調 国民国家
環日本海圏 地方自治・
NGO・市民社会
地方・国内の一
部
協調 経済・環境・平
和など
（出所）筆者作成
　次に、時間・空間・認識6）から環日本海圏の形成を観察するとどうだろうか。環日本海
圏は、冷戦期には東西陣営や国家間の対立の影響を強く受け、分断状態であった。しか
し、冷戦が終結すると、環日本海圏において交流が再開し、経済・姉妹都市・学術・環境
のようなローポリティックスを中心に連携が進展した。分断から連結である（時間）。と
くに、自治体の国際活動は切っていたものを「つなぐ」作用があり、地域の広域化をもた
らした。つまり、「点」が絶対的に存在していた状態から、「線」で結ばれていくことで
「面」を形成し、空間の相対化7）を促している。一方で、今後、環日本海圏が発展してい
くためには、発展の核となるような中心化が求められる。広域化と中心化である（空間）。
こうして形成される環日本海圏において、地方自治体を中心とするアクターが、環日本海
圏の争点、あるいは公共的な問題を共有し、協力関係を切り結んでいくことで、行為体内
（出所）筆者作成
分断 連結
図 3─1　時間・空間・認識による環日本海圏の広がり
広域化（相対化） 中心化？
sub-identity network
時間
空間
環日本海圏
issue-oriented
認識
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部に変容を及ぼしながら、ネットワーク化が進む。言い換えれば、争点志向型のネットワ
ークが広がっている（認識）。環日本海圏の時間・空間・認識による観察は図 3─1にまと
めた。
　このように、環日本海圏は地方における自治体、企業、大学や研究機関などの自発的な
活動による交流・協力を軸に創りだされた内発的な秩序である。環日本海圏の生成・発展
は主権国家からなる国際社会と、主権国家体系の相対化をもたらした。このような環日本
海圏における交流・協力は、かつての大東亜共栄圏のような性質のものではないため、
人々に新たなアイデンティティを意識させ、共通の利益をもたらすものとして理解され
る。こうした地域間交流・協力の果たす役割は決して小さくないであろう。
結論
　以上、筆者は環日本海圏の生成・発展メカニズムについていくつか事例を参照しながら
考察してきた。環日本海圏は世界的な潮流の影響を受けながらも地方自治体などの非国家
行為体を中心とする内発的なネットワークによって促進され、そのネットワークは経済・
姉妹都市・学術・環境のようなローポリティクスを中心に形成されてきたことが明らかに
なった。
　このようにして形成されてきた環日本海圏はいかなる意味をもつだろうか。今日の東ア
ジアにおいて争点となっている安全保障の観点から捉え返したい。なぜなら、東アジアで
抱える安全保障問題は依然として存続し、膠着しているからである。
　この時、環日本海圏のような地方による越境的活動によって生じる下位地域協力が政府
間の関係だけでは不十分な部分を積極的に充足し、また先導的な役割を果たす。同時に、
こうした活動による対外的な信頼関係の促進とそれに基づく組織的、人的なネットワーク
の形成を通じて、共通の関心と問題意識を共有し、さらには共通の価値観を共有すること
が、共同体意識の醸成に役立ち得る8）。つまり、市民的公共圏の形成と連動した地方的公
共圏の創生力学が地域的公共圏の形成を促し、こうして出現する地域公共圏はボトムアッ
プ型の利益とアイデンティティの構造を形成する方向で作用するのである9）。
　このように、環日本海圏に見られるようなサブリージョンの下位地域協力を安全保障の
観点から捉え返したとき、次のような可能性を推論できるのではないだろうか。
　究極的に安全保障が特定の国家や集団のための「安全保障」、あるいは一方的な安全、
あるいは安心である状態ではなく、生身の人間のための安全保障という見地であるとす
るとき、下位地域協力や非国家主体による国際地域交流圏が安全保障における信頼醸成
の底流になっているのではないか。
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　このように相手から攻めさせないという狭い安全保障観ではなく、国境を越えた人・自
治体・NGOなどの活動ネットワークや地域的つながり、また、協調的安全保障の可能性
を探ることが求められるとき、環日本海圏に広がる下位地域協力は新たな選択肢としての
価値に資する。
　「日本海」という地域公共財をめぐって、環日本海圏に広がる秩序は自治体、大学、研
究機関、NGO/NPO、市民などの内発的な交流・協力によって創り上げられている。こう
した運動は経済・社会・環境・学術・文化などの争点を互いに共有することで進展し、そ
れによりネットワークが形成された。このようにネットワークが進むにつれて、sub-
identityが形成され、地域意識が高まっていくことが期待される。まさに、地域の共同作
業によって地域公共財をつくり、供給しているのである。この展開の構図は図 4─1で示
した。なお、図 4─1の issue、sub-identity、networkはそれぞれ、「何を」、「何故」、「誰
が」と置き換えて考えてみても、差支えはない。
図 4─1　issue・sub-identity・network の展開
（出所）筆者作成
　こうして創造される協調関係は地域に安定をもたらし、ある一国の国民のみならず地域
に住む市民にも安全を提供するのである。つまり、「国益」が「地域益」や「人類益」と
重なり、「地域公共財」10）とも符合するのである。今日、創り上げるべきことは単なる戦争
の回避という消極的平和でなく、協調的なネットワークによる積極的平和であると考えら
れる。そうした意味において、環日本海圏での交流・協力は地域の安定と発展に寄与し、
結果的に広い意味での安全保障の実現に貢献しているといえよう。こうして平和の基盤を
構築することで、潜在的な脅威の可能性の芽を摘んでいくことが必要である。環日本海圏
における内発的で多層的な交流・協力が、東アジアのサブリージョンを形成し、同時に東
アジアの安全保障の可能性をも示唆しているのである。変動が激しい東アジアにおいてこ
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そ、平和を創り出す営みを忘れてはならない。そのとき、環日本海圏はそうした問題に対
する新たな役割や選択肢としての意義を持ちうるのである。
注
 1）　環日本海圏の範囲については、研究者によって様々であるが、本稿ではおおよそ日本海沿岸部、
韓国と北朝鮮、中国の東北三省、ロシアの極東地域とモンゴルの一部とする。
 2）　欧州において冷戦後、地方自治体をはじめとする非国家行為体が国境を越えて秩序再編を促進し、
こうしてできる地域が下位体系や下位地域と呼称された。それゆえ、サブリージョンは冷戦後の EU
に由来する概念である。本稿では、北東アジアを構成する「下位地域」をサブリージョンとする。
 3）　北東アジア学会ホームページ『学会会則』http://anears.net/images/pdf/gakkai_kaisoku.pdf（ア
クセス 2012/03/30）。
 4）　中山賢司（2008）：55─67。
 5）　国際関係論の基本的要素については多賀（2004）：19─48を参照。
 6）　同上。
 7）　空間の相対化については森川裕二（2008）：177─194を参照。
 8）　山本正（2000）：53。
 9）　山本武彦（2005）：1─28。
10）　地域を含む国際公共財とは、すべての国家、すべての人々、すべての世代に便益をもたらす指向
性の結果もしくはその中間財であり、その便益は非排除性、非競合性をもつことが基準となる。
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